意見
大阪府中央卸売市場は、昭和53年５月に北大阪地域に生鮮食料品を安定的に供給する目的で開設され、昨年30周年を迎えたところであるが、この間、市場外流通の増大等による取扱高の減少や多様な消費者ニーズへの対応など、市場を取り巻く環境が大きく変化する中、規制緩和の一環として平成21年４月から卸売手数料が自由化されるなど、今後、市場間の競争は一層激しさを増していくものと思われる。

平成20年度の中央卸売市場事業会計は、１億6,700万円の単年度赤字となり、累積欠損金が約121億円になるなど、依然、厳しい経営状況が続いている。今後、より効率的・効果的な市場運営を図るとともに、市場を取り巻く環境変化に対応するため、次の点に取り組まれたい。

１　市場の活性化について

累積欠損金の増加や、市場外流通の増大及び市場間競争の激化など、市場を取り巻く環境は一層厳しさを増している。このため、市場をはじめとする環境農林水産部は、市場の活性化に向けて卸売業者や仲卸業者などの場内業者が主体的に活躍できるよう、取り組まれたい。

２　施設・設備の老朽化への対応について

市場では、法定耐用年数の２倍を超えて使用されている施設・設備が多数散見されるなど、施設・設備の老朽化が進んでいる。

今後、採算性に十分考慮しながら、現状の老朽化した施設・設備での事故リスク・損害発生等の不測の事態を回避するよう対処されたい。
３　ごみ処理経費の縮減及び生ごみ高速減容化処理システム(コンポスト)事業について
　　ごみ処理経費については、市場管理費の３分の１を占めるほど多額の経費がかかっているため、ごみの分別収集に努め、リサイクルできるものは換価し、市場外の持込みごみに対する規制を徹底するなどの方法により経費の縮減に努められたい。
また、コンポストの運営経費は、10年間に及ぶ契約が平成22年度末で終了する予定である。この費用は、毎年度、約２億円の経費を要し、市場の経営に重大な影響を及ぼすことから、次期契約に当たっては、生ごみの処理方法の費用対効果を見極めることはもとより、施設規模及び契約金額の妥当性を慎重に検討されたい。
４　未利用施設の有効活用について

未利用施設の増加により、施設使用料の収入が減少傾向にある。経営改善に資するとともに市場施設の利便性向上を図るため、未利用施設については、国に対する用途変更の承認手続を経るなどの抜本的な見直しを検討されたい。
５　未収金について

施設使用料等に係る未収金のうち、回収困難な業者の未収金残高が増加していることから、今後も、「使用料等の滞納に係る処理マニュアル」等を活用し、積極的な回収に取り組まれたい。
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